
平成２１年度補正予算の執行停止について 

（厚生労働省） 
 

○補正予算額              ３４，１７１億円 

 

○執行停止額（１０／２時点）       ４，３５９億円 

 

○追加執行停止額                         854 億円 

 

※ 次期診療報酬改定において十分に地域医療に資する対応を
行うことが前提 

 

○執行停止額合計              ５，２１３億円 

 
（追加執行停止額 854 億円の内訳） 

 

  ・地域医療再生臨時特例交付金              750 億円 

 

※次期診療報酬改定において十分に地域医療に資する対応を行うことが前提 

    ・医薬品等の研究開発の強化に必要な経費      ６．７億円 
 

 

  ・医療保険制度の適切な運営に必要な経費       ９４億円 

   （レセプトオンライン化への対応）  

 

 

  ・健康保険組合のＩＴ化推進事業          ２．９億円 

 

 

  ・官庁施設費                     １億円 

（神戸検疫所輸入食品・検疫検査センター整備） 

 

 

 
（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので合計額とは一致しない。 

平成２１年１０月９日 
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総理指示に基づく執行停止額 ４,２１８億円

 １．地方公共団体以外のものが造成する基金事業 ４,２１２億円

　○ 緊急人材育成・就職支援基金　７,０００億円 ３,５３４億円

　　　　（中央職業能力開発協会）

※ 平成２３年度に「求職者支援制度」を創設することとし、緊急人材育成支援事業の

 ２３年度実施分及びその他の事業の２２年度及び２３年度実施分について、　　

 ３,５３４億円の執行停止。

     但し、緊急人材育成支援事業以外の事業について、２２年度当初予算において

 ２７３億円、２３年度から２５年度までの予算において１,２５０億円程度の予算措置

 が必要。

　○ 未承認薬・新型インフルエンザ等対策基金　２,０７４億円 ６７９億円

　　　　（一般社団法人未承認薬等開発支援センター）

※ がん、小児等の疾患重点分野における医薬品等の開発支援分７５３億円については、

 適用外薬の開発支援分６５３億円を執行停止。　　　

　なお、未承認薬の開発支援にかかる１００億円については基金として３年間で執行。

※ 医薬品等の審査の迅速化分４２億円については、２５億円を執行停止。

※ 新型インフルエンザ対策事業（１,２７９億円）については、ワクチンの安定供給体

 制確保のため、インフルエンザワクチンの購入費に充当する。

 ２．独立行政法人・国立大学法人及び官庁の施設整備費 ６億円

　 ○ 日本社会事業大学施設整備（老朽校舎の改修等）　 ６億円
 ※ 老朽化の著しい給排水設備分３億円を除き６億円を執行停止。 

 　○ 次の事業については入所施設の耐震化工事等緊急性が高い事業のため執行。

・ 国立高度専門医療センター先端医療機器等整備（がんセンター等６機関） ５９億円

・ 心身障害児総合医療療育センター耐震化整備

　（建築後３０年以上経過病棟等の耐震化工事） １５億円

平成２１年度補正予算の執行停止について

（厚生労働省）

　但し、平成２２年度当初予算において１２億円、平成２３年度当初予算において

　１３億円の予算措置が必要。

平成２１年１０月６日
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・ 神戸検疫所輸入食品・検疫検査センター整備

　（輸入食品の適切な検査件数の確保） １６億円

・ 国立障害者リハビリテーションセンター耐震化整備

　（建築後３０年以上経過病棟等の耐震化工事） １１億円

 ３．官庁環境対応車等購入費・官庁地上デジタルテレビジョン等整備費

　　○　厚生労働省関係では該当がない。

その他事項の執行停止額 １４１億円

　　・ 病院施設の地上デジタル放送対策（災害拠点病院等）　４億円

　  　 　※ 予算額全額を執行停止する。

　　・ 特別養護老人ホーム等への整備転換等に対する財政支援（補助先：社会福祉法人）８億円

　  　 　※ 予算額９億円のうち１億円は既に事業を開始している。

　　・ 女性の健康支援対策事業委託費（委託先：地方公共団体）　６億円

　  　 　※ 予算額８億円のうち２億円は既に事業を開始している。

　　・ 水道施設整備費補助（補助先：地方公共団体等）　７億円

　  　 　※ 予算額８３億円のうち７６億円は既に事業を開始している。

　　・ 社会福祉施設等の地上デジタル放送対策（社会福祉法人等）　１１３億円

　  　 　※ 予算額全額を執行停止する。

　　・ 緊急人材育成・就職支援事業実施等のためのハローワーク体制整備（国直轄）　３億円

　  　 　※ 予算額５９億円のうち５６億円は既に事業を開始している。

　厚生労働省執行停止額合計 ４,３５９億円  
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